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「熊本県立学校における新型コロナウイルス感染症に対応した持続的な

学校運営のためのガイドライン」等について（通知） 

 

新型コロナウイルス感染症に関して、熊本県リスクレベルが現在「レベル４特別警

報」であり、県内の学校においても教職員や児童生徒の感染が確認され、強い警戒感

を持って学校における感染症対策に取り組んでいく必要があります。 

県立学校における感染症対策については、「熊本県立学校における新型コロナウイ

ルス感染症に対応した学校再開ガイドライン（令和２年５月２６日付教政第２０５号

教育長通知）」により実施してきましたが、このような状況を踏まえ、別添のとおり

「熊本県立学校における新型コロナウイルス感染症に対応した持続的な学校運営の

ためのガイドライン」を策定するとともに、「新型コロナウイルス感染症に関する県

立学校の出席停止及び臨時休業等の基準（令和２年６月２６日付教体第３６３号教育

長通知）」を改訂しました。 

今後、各学校は当該ガイドライン及び基準のほか、文部科学省による下記通知等を

踏まえ、万全の感染症対策を講じた上で、教育活動と学びの保障の両立を目指して、

教育活動に取り組んいくこととします。 

記 

〇「小学校、中学校及び高等学校等にかかる感染事例等を踏まえて今後求められる対策等について」

（令和２年８月６日付け文部科学省初等中等教育局長通知） 

https://www.mext.go.jp/content/20200806-mxt_kouhou01-000004520_1.pdf 

〇「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル～新しい生活様式～」 

  https://www.mext.go.jp/a_menu/coronavirus/mext_00029.html 

 

【担当】 

 熊本県教育委員会教育政策課 吉村 

  ０９６－３３３－２６９９ 
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令和２年（２０２０年）８月１８日  

熊本県教育委員会  

熊本県立学校における新型コロナウイルス感染症に対応した 

持続的な学校運営のためのガイドライン 

新型コロナウイルス感染症については長期的な対応を求められることが見込まれる。こ

うした中でも持続的に児童生徒等の教育を受ける権利を保障していくため、児童生徒等及

び教職員の感染リスクを可能な限り低減した上で、学校運営を継続していく必要がある。 

現在、本県の定める新型コロナウイルス感染症のリスクレベルが「レベル４特別警報」

であることを踏まえ、感染リスクの低減と教育を受ける権利の両立を図れるように、５月

２６日付け教政第２０５号で示した学校再開ガイドラインを再編集し、留意事項等を持続

的な学校運営のためのガイドラインとしてまとめることにした。併せて、４月及び６月に

改訂した「新型コロナウイルス感染症に関する県立学校の出席停止及び臨時休業等の基準」

を廃止し、再度、改訂することにした。 

各学校は、持続的な学校運営を継続するため、本ガイドラインや文部科学省が示した「学

校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル」（２０２０．８．６ Ｖ

ｅｒ．３）（以下、衛生管理マニュアルという。）をもとに、万全の感染症対策を講じた上

で、児童生徒等の健やかな学びを保障することを目指して、学校における教育活動に取り

組むこととする。 

 

※下線部は学校再開ガイドラインからの変更箇所 

１ 感染症対策について 

(１) 出席停止及び臨時休業の考え方 

ア 文部科学省が示した衛生管理マニュアルに基づき、今回改訂した別添１「新型コ

ロナウイルス感染症に関する県立学校の出席停止及び臨時休業等の基準」により対

応する。※４月及び６月に改訂した基準は廃止する。 

イ 出席停止については、校内感染状況等を踏まえた感染防止の考え方に加え、児童

生徒等や保護者の不安等にも配慮することを勘案する（９を参照）。 

ウ 臨時休業等については、校内に感染者が判明した場合と、校内に感染者がいない

場合とに区別し、いずれの場合も地域の感染状況等を踏まえ、臨時休業や分散登校

等について適切に対応を行う。 

エ 臨時休業等を行う場合については、健康福祉部局と連携を図るなどして子供の居

場所の確保に努める。 

オ いずれの場合も県の健康福祉部局と協議を行うなど連携を密にする。また、感染

拡大の状況や国県市の分析・提言等を踏まえ必要な見直しを行う。 

(２) 保健管理等に関すること 

感染拡大防止の観点から、学校内及び家庭等において県で策定した本ガイドライン

並びに文部科学省が示した衛生管理マニュアルによる児童生徒等の保健管理の徹底を
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継続する。 

ア 感染症対策のための取組 

教育活動の実施に当たり、別添２の国が示した「新しい生活様式」を踏まえ、必要

な措置を講じる。なお、別紙１「基本的な感染症予防対策についての周知事項」につ

いて確認し、児童生徒等・保護者に周知を行う。 

(ア) 自宅等における健康管理 

ａ 毎朝、必ず検温及び健康状態の確認を行い、別紙２「健康観察表（例）」に記入

する。（健康観察表：児童生徒等の朝の体温、体調等を記入し、登校時に持参させ

る。）また、児童生徒等本人のみならず、家庭への協力を呼びかけ、同居の家族に

も毎日健康状態を確認するようにお願いする。 

ｂ 発熱、風邪症状、倦怠感、息苦しさ、味覚・嗅覚障がい等が見られる場合は、学

校に連絡し、登校せずに自宅で療養する。また、県のリスクレベルがレベル４の段

階においては、同居の家族に発熱等の風邪症状が見られる場合も同様に、学校に連

絡し、登校せずに自宅で待機とする。 

ｃ 咳エチケット（登校時は原則マスクを着用。ただし、十分身体的距離（最低２メ

ートル）が確保できる場合は、マスク着用は必要ない。また、熱中症などの健康被

害が発生する可能性が高いと判断した場合は、マスクを外すよう指導する。）、こま

めな手洗い（流水と石けん、登校後直ちに手洗い）、部屋の換気等の感染症対策を

しっかり行う。 

ｄ 「換気の悪い密閉空間」「多数が集まる密集場所」「間近で会話や発声をする密接

場面」の３つの条件（３つの密（密閉、密集、密接））が同時に重なる場を避けて

行動する。また、３つの条件が重ならない場合でも、できる限り「ゼロ密」を目指

すことが望ましい。 

ｅ 「十分な睡眠」「適度な運動」「バランスの取れた食事」など規則正しい生活習慣

を心がけ、心身の健康管理に努める。なお、運動する際は、適宜、熱中症対策をと

り、実施する。 

ｆ 新型コロナウイルス感染症の感染が判明した場合、濃厚接触者に特定された場合、

ＰＣＲ検査を受けることが決定した場合には、保護者が速やかに学校へ報告する。 

(イ) 学校における健康管理 

ａ 登校時は、児童生徒等が自宅で記入した別紙２「健康観察表（例）」を活用して、

体温、体調等について把握する。家庭で健康観察を忘れた又は未記入の項目のある

児童生徒等については、教室に入る前に、職員室や保健室等に来室するように指導

し、教職員が検温及び健康観察等を行う。登校前に健康状態を確認できなかった児

童生徒等が多数いる場合には、全職員で連携して対応できるよう体制を整備する。 

ｂ 児童生徒等の発熱、風邪症状、倦怠感、息苦しさ、味覚・嗅覚障がい等が見られ

る場合、保護者に連絡を行い、安全に帰宅させ、症状がなくなるまでは、自宅等で

休養するよう指導する。なお、保護者の迎えまでの待機等により、学校にとどまる

場合は、別室で待機させるなどの配慮を行う。また、保健室の利用については、様々

な要因で児童生徒等が集まる場所であるため、先に述べた症状のある児童生徒等が

他の児童生徒等と接することがないようにする。 
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ｃ 学校生活の中で消毒によりウイルスをすべて死滅させることは困難なため、清掃

により 清潔な空間を保つようにする。床は、通常の清掃活動の範囲で対応する。

机、椅子の特別な消毒作業は必要がなく、清掃活動において、必要に応じて、家庭

用洗剤等を用いた拭き掃除を行う。 大勢がよく手を触れる箇所（ドアノブ、手す

り、スイッチなど）は 1 日に１回、水拭きした後、消毒液を浸した布巾やペーパ

ータオルで拭く。（日頃の清掃活動において、家庭用洗剤等を用いた拭き掃除を行

うことでこれに代替することも可能である。）トイレや洗面所は、家庭用洗剤を用

いて通常の清掃活動の範囲で清掃し、特別な消毒作業の必要はない。 器具・用具

や清掃道具など共用する物については、使用の都度消毒を行うのではなく、使用前

後に手洗いを行うよう指導する。 

ｄ 児童生徒等及び教職員は、校内での教育活動に際しては、原則マスクを着用する。

特に近距離での会話や発声等が必要な場合では、飛沫を飛ばさないよう、マスクの

着用を徹底する。ただし、十分身体的距離（最低２メートル）が確保できる場合は、

マスク着用は必要ない。また、熱中症などの健康被害が発生する可能性が高いと判

断した場合は、マスクを外すよう指導する。 

ｅ こまめな流水と石けんでの丁寧な手洗いと、手指で目、鼻、口をできるだけ触ら

ないように指導する。 

ｆ 換気は、可能な限り、常時２方向の窓を同時に開けて行う。気候条件等により、

常時開けることが困難な場合は、３０分に１回以上、数分程度２方向の窓を全開す

る。授業等で空調を使用する場合は工夫してこまめに換気を行う。 

ｇ 人と人の距離については、１メートルを目安に最大限の間隔を確保することを遵

守する。 

ｈ 「換気の悪い密閉空間」「多数が集まる密集場所」「間近で会話や発声をする密接

場面」の３つの条件が同時に重なる場を避けて活動する。また、３つの条件が重な

らない場合でも、できる限り「ゼロ密」を目指すことが望ましい。 

 ｉ 学校医及び学校薬剤師などと連携して保健管理体制を整える。 

(ウ) 医療的ケアが日常的に必要な児童生徒等や基礎疾患のある児童生徒等について 

ａ 主治医の見解を保護者に確認の上、個別に登校の判断を行う。 

ｂ 医療的ケアが必要な児童生徒等の登校に当たって、学校は事前に受入体制などを

学校医や医療的ケア指導医等に相談すること。 

ｃ 医療的ケアの実施においては、「１ケア１手洗い（手指消毒）、ケア前後の手洗い

（手指消毒）」を基本とすること。 

ｄ 教室等については、１日１回以上、湿式清掃し、乾燥させること。 

ｅ 児童生徒等と接する機会がある教職員等も一層の感染対策を行う。 

ｆ 校外活動等は可能な限り控えるとともに、感染リスクを下げるため、共有の物品

がある場所や不特定多数の人がいる場所の利用を避ける。 

上記の他、文部科学省が示した「特別支援学校等における新型コロナウイルス感

染症対策に関する考え方と取組（令和２年６月１９日版）」をもとに、必要な措置

を講じる。 

 (エ) 海外から帰国した児童生徒等への対応について 
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政府の水際対策の取組として一定期間自宅等での待機の要請の対象となっている

児童生徒等は、当該期間を経ていることを確認した上で、健康状態に問題がなければ

登校させて構わない。出席停止の指示を行った場合においては、当該児童生徒が授業

を十分に受けることができないことによって、学習に著しい遅れが生じることのない

よう必要な措置を講じる。 

 

２ 学習指導に関すること 

(１) シラバス（授業計画）等の再構築と児童生徒や保護者との共有について 

ア 各学校は、教育課程に基づいたシラバス（授業計画）と時間割を必要に応じて再

構築するとともに、計画的な学習支援を講じる。 

イ 身体的距離の確保等のため分散登校等を実施する際は、家庭学習日においても、

時間割を設定し、教科書及びそれと併用できる紙の教材、テレビ放送、オンライン

教材・動画、同時双方向型のオンライン指導等を組み合わせた学習支援を講じる。 

ウ 学びの保障のための取組方針、シラバス（授業計画）、時間割等について、児童生

徒や保護者に丁寧に説明し、共有を図る。 

エ 特別支援学校等においては、児童生徒等の障がいの状態や特性及び心身の発達の

段階等を十分踏まえ、個別の指導計画等の精査や見直しを行う。加えて、家庭にお

ける学習内容の提示や教材等の提供に当たっては、児童生徒や必要に応じて協力を

求める保護者等にとって実施しやすい方法や留意すべき点等も合わせて分かりやす

く示すこと等に配慮する。 

 (２) 授業における工夫について 

ア 身体的距離の確保等 

人と人の距離については、１メートルを目安に最大限の間隔を確保することを遵守

するとともに、近距離での対面形式とならないような形で教育活動を行う。 

地域の感染状況によっては、学級の規模に応じ、施設の制約がある場合には、学級

を２つのグループに分けるなど、分散登校や時差登校を適宜組み合わせて、異なる教

室や時間で指導を行う等の対応をとる。 

イ 主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善について 

指導方法については、感染症対策を講じた上で、柔軟に見直し工夫した取組を行う。

特に、近距離で対面形式となるグループワークについては、感染症対策を講じてもな

お感染のリスクが特に高い学習活動のため、地域の感染状況を踏まえ、可能なものは

避け、一定の距離を保ち、回数や時間を絞るなどして実施について慎重に検討する。 

ウ 各教科等の指導における感染症対策について 

(ア) 各教科等の指導においてａ～ｆに掲げるものなどについては、感染症対策を講

じてもなお感染のリスクが高い学習活動である。「★」はこの中でも特にリスクの

高い活動である。地域の感染状況を踏まえ、「接触」、「密集」、「近距離での活動」、

「向かい合っての発声」について、可能なものは避け、一定の距離を保ち、同じ方

向を向くようにし、回数や時間を絞るなどして実施する。 

また、「★」以外の活動についても、地域の感染状況を踏まえ実施の有無を慎重

に検討する。 
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ａ 各教科等に共通する活動として「児童生徒が長時間、近距離で対面形式となる

グループワーク等」及び「近距離で一斉に大きな声で話す活動」（★） 

ｂ 理科における「児童生徒同士が近距離で活動する実験や観察」 

ｃ 音楽における「室内で児童生徒が近距離で行う合唱及びリコーダーや鍵盤ハー

モニカ等の管楽器演奏」（★） 

ｄ 図画工作、美術、工芸における「児童生徒同士が近距離で活動する共同制作等

の表現や鑑賞の活動」 

ｅ 家庭、技術・家庭における「児童生徒同士が近距離で活動する調理実習」（★） 

ｆ 体育、保健体育における「児童生徒が密集する運動」（★）や「近距離で組み

合ったり接触したりする運動」（★） 

なお、実施する際は、以下のことなど可能な限り感染症対策を講じる。 

○児童生徒の「接触」「密集」「近距離での活動」等について、可能なものは避け、

一定の距離を保ち、同じ方向を向くようにし、また回数や時間を絞る。 

○できるだけ個人の教材教具を使用し、児童生徒同士の貸し借りはしない。 

○器具や用具を共用で使用する場合は、使用前後の手洗いを行わせる。 

(イ) 体育の授業について 

体育の授業実施に当たっては、感染リスクの高い３つの条件を徹底的に避けるよ

う、実施内容や方法を工夫する。 

また、臨時休業の長期化により体力の低下が懸念されることを踏まえ、児童生徒

の身体状況を把握しながら段階的に活動を行う。 

ａ 体育の授業に関し、医療的ケア児及び基礎疾患児の場合や、保護者から感染の

不安により授業への参加を控えたい旨の相談があった場合等は、授業への参加を

強制せずに、児童生徒や保護者の意向を尊重する。また、体育の授業は、感染者

が発生していない学校であっても、児童生徒や教職員の生活圏（通学圏や、発達

段階に応じた日常的な行動範囲等）におけるまん延状況を踏まえて、授業の中止

を判断する。 

ｂ 体育の授業は、当面の間、地域の感染状況にもよるが、可能な限り屋外で実施

する。ただし気温が高い日などは、熱中症に注意する。体育館など屋内で実施す

る必要がある場合は、特に呼気が激しくなるような運動は避ける。 

ｃ 体育の授業におけるマスクの着用については必要ないが、体育の授業における

感染リスクを避けるためには、児童生徒の間隔を十分確保するなど令和２年５月

２１日付け教体第２３８号「学校の体育の授業におけるマスク着用の必要性につ

いて」を踏まえた取扱いをする。 

ｄ 水泳については、令和２年５月２５日付け教体第２４４号「今年度における学

校の水泳授業の取扱いについて」を参照する。 

(ウ) 実習等を実施する際の配慮事項 

ａ 共用の教材、教具、機器や設備などを触る前後で手洗いを徹底する。 

ｂ 熱中症防止のため、活動前や活動中にも水分補給を行うなど適切な措置を講じ

る。 
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(３) 臨時休業に伴う学習の遅れへの対応について 

各学校においては、臨時休業期間における計画的な家庭学習による学習内容の定着

状況等の確認を行い、例えば１コマを４０分や４５分に短くした上での一日当たりの

授業コマ数の増加等の時間割編成の工夫、学校行事の重点化や準備期間の短縮、長期

休業期間の短縮など必要な措置を講じる。 

(４) 臨時休業期間中の学習支援について 

ア 感染拡大により再び臨時休業となった場合は、児童生徒が授業を十分に受けるこ

とができないことによって、学習に著しい遅れが生じることのないよう、(１)の取

組も参照し、各学校の教育課程に基づいたシラバス（授業計画）を見直し、特別の

時間割を作成し、計画性を持った家庭学習を課すなどの工夫を講じ、適切な学習支

援、適度な状況把握、適正な学習評価を行う。 

イ 感染拡大防止に十分配慮しながら、教師が様々な工夫を行いつつ、学校における

指導を充実させるため、地域の感染状況や児童生徒・教職員の負担を勘案しつつ、

臨時休業期間中も登校日を設ける、学校の空き教室等も最大限活用して分散登校を

実施するなどして、学校での指導も検討する。その際、進路の指導の配慮が必要な

小学校第６学年・中学校第３学年・高等学校第３学年等の最終学年の児童生徒が優

先的に学習活動を開始できるよう配慮するなど、児童生徒の発達段階や多様な学校

の実態を踏まえつつ、対応を検討する。 

ウ 令和２年（２０２０年）４月２４日付け教高第９９号を参照する。 

 

３ 学校運営上の工夫について 

各学校は、教育活動に際して、「２ 学習指導に関すること」の取組を徹底するとと

もに、地域の感染状況に応じて、以下の(１)～(３)の取組について、校長は事前に教

育委員会と協議した上で実施することができる。 

(１) 分散登校 

人と人の距離については、１メートルを目安に最大限の間隔を確保することを遵守

するとともに、近距離での対面形式とならないような形で教育活動を行う。地域の感

染状況によっては、学級の規模に応じ、施設の制約がある場合には、時間帯又は日に

よって登校の対象とする学年又は学級を順次変える方法や、学級を複数のグループに

分けた上で、登校の対象とするグループを順次変える方法等により分散して登校させ、

授業を行うことを検討する。 

(２) 時間短縮 

集団で過ごす時間を短縮するため、地域の感染状況によっては、４０分授業や、午

前中で授業を終わらせるなどして在校時間の短縮を図る。 

(３) 時差登校 

通学時のバスや電車内での感染リスクを下げるため、地域の感染状況によっては、

ラッシュの時間帯を避けて登校させる。 

 

４ 学校生活における配慮事項 

(１) 児童生徒等への指導について 
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学校生活においては、登下校や休み時間など教職員の目が届かない所での児童生徒

等の行動が大きな感染リスクとなる。児童生徒等が新型コロナウイルス感染症を正し

く理解し、感染リスクを自ら判断し、これを避ける行動をとることができるよう、「新

型コロナウイルス感染症の予防」（文部科学省）資料等を活用して感染症対策に関する

指導を行う。 

(２) 登下校時の配慮事項について 

登下校中においては、原則マスクの着用。ただし、十分身体的距離（最低２メート

ル）が確保できる場合は、マスク着用は必要ない。また、熱中症などの健康被害が発

生する可能性が高いと判断した場合は、マスクを外すよう指導する。また、集団登下

校の際に密接とならないよう指導するとともに、校門や玄関口等での密集が起こらな

いような工夫を行う。また、年度当初から臨時休業が長期に及んだことから、交通安

全や犯罪の観点も踏まえた安全指導を行うことや、地域と連携した見守り活動（登下

校防犯プラン）の実施など、登下校時の児童生徒等の安全確保に取り組む。特に、児

童生徒等が通学路を一人で登下校するといったことも想定されるので、特段の注意を

払う。 

(３) 休み時間及び昼食時の配慮事項について 

児童生徒等の密集を避けるため、休み時間や昼食時において、狭いスペースや売店

等で密集したり、向かい合っての飲食、飲み物の回し飲みなどを行ったりしないよう

指導する。 

熱中症については、それほど高くない気温（２５～３０℃）でも湿度等その他の条

件により発生する場合もある。夏季休業期間中、屋内で過ごすことが多くなっており、

熱中症防止の観点から適切な指導・措置を講じる。 

(４) 清掃活動の配慮事項について 

清掃活動は、学校内の環境衛生を保つ上で重要である一方で、共同作業を行うこと

が多く、また共用の用具等を用いるため、換気のよい状況で、マスクを着用した上で

行う。掃除が終わった後は、必ず石けんを使用して手洗いを行うよう指導する。 

(５) 健康診断について 

健康診断は、児童生徒等の健康状態を把握するため、年間のいずれかの時期で実施

する。（令和２年度は６月３０日までに行う必要はない。）なお、「令和２年度（２０２

０年度）児童生徒等の健康診断の実施に係る対応について」（令和２年４月３０日教体

第１７８号通知）を参考に、感染症対策を行った上で適切に対応する。 

 

５ 集会及び修学旅行等の学校行事の実施に関すること 

(１) 始業式、終業式及び学年集会等について 

放送設備等の活用など、工夫を行うことで、３つの条件が重なることのないよう、

感染拡大防止の対策を実施する。 

(２) その他の学校行事について 

ア 地域の感染状況等も踏まえ、感染拡大防止の措置、開催方式の工夫等の措置、延

期等の対応を行う。 

イ 修学旅行については、本県及び他県の感染状況を踏まえ、児童生徒の安全、安心
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を最優先に考え、保護者と十分に協議した上で、実施の有無を慎重に検討する。ま

た、移動手段や宿泊施設、研修内容等について、感染症対策が十分講じられている

か、関係のガイドライン等が遵守されているかを十分に確認する。なお、中止では

なく延期扱いとすることを検討するなどの配慮を行う。 

ウ 海外への修学旅行等については、諸外国の状況等、外務省及び厚生労働省のホー

ムページ等により情報収集を行った上で、次年度以降への延期を含めて慎重に検討

する。 

エ 例年実施している定期の家庭訪問については、児童生徒等の心身の状況や家庭環

境等の把握の必要性、地域の感染状況等を踏まえ判断する。また、実施する場合は、

保護者の理解を得た上で、感染拡大防止の措置、実施方式の工夫等（玄関先等での

面会など）の措置を行う。 

オ 特別支援学校において、翌年度の就学に係る相談や見学については、３つの条件

が重ならない方法を工夫したり、対象者のマスク着用を求めるなどして、感染防止

に努める。 

 

６ 部活動に関すること 

部活動の実施に当たっては、感染リスクの高い３つの条件を徹底的に避けるよう、実

施内容や方法を工夫する。可能な限り感染症対策を行った上で、リスクの低い活動から

徐々に実施することを検討する。密集する運動や近距離で組み合ったり接触したりする

場面が多い活動、向かい合って発声したりする活動の実施は慎重に検討する。 

生徒の健康・安全の確保のため、生徒だけに任せるのではなく、教師や部活動指導員

等が活動状況を確認する。 

(１) 活動日数・時間（県の指針に準ずる。） 

ア １週間の練習日は、５日以内とする。（平日は少なくとも１日、土曜日及び日曜日

（以下「週末」という。）は少なくとも１日以上を休養日とする。週末に大会参加等

で活動した場合は、休養日を他の日に振り替える。） 

イ １日の練習時間は、長くとも平日では２時間程度、学校の休業日（学期中の週末

を含む）は３時間程度とし、できるだけ短時間に、合理的でかつ効率的・効果的な

活動を行う。 

ウ 活動時間や休養日については、部活動の指針に準拠するとともに、実施内容等に

十分留意すること。特に分散登校を実施する学校では、部活動の指針よりも短い時

間の活動にとどめるなど、分散登校の趣旨を逸脱しないよう限定的な活動とする。 

(２) 体調管理 

ア 活動前後に必ず検温を含めた体調管理を行う。 

イ 生徒に発熱、風邪症状、倦怠感、息苦しさ、味覚・味覚障がい等が見られるとき

は、部活動の参加を見合わせ、自宅で休養させるよう指導する。 

(３) 活動形態 

ア 感染の可能性が高い活動は行わない。 

イ 活動時間帯を学年別やグループ別に分けて活動を行うなどの工夫を行うことで、

一度に大人数が集まって人が密集する活動とならないよう配慮する。 
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また、咳エチケットを行った上で十分な身体的距離を確保して活動するなど、でき

る限り生徒同士の距離を離すよう配慮するとともに、不要な接触を避けるよう指導す

る。 

ウ 用具等を共用する場合は、使用前後に手洗いを行うよう指導する。 

エ マスクの着用については、次の(ア)～(ウ)の配慮があれば不要である。 

(ア) 生徒の間に十分な距離を取っている場合。 

(イ) 密集を避ける練習メニューを行う場合。 

(ウ) 飛沫が感染リスクを高めるため、「近距離における対面での練習は避ける」な

どの工夫をしている場合。 

(エ) 運動部活動でのマスクの着用については、体育の授業における取扱いに準じる。 

(４) 活動環境 

ア 活動場所については、可能な限り屋外で実施することが望ましい。ただし気温が

高い日などは、熱中症に注意する。体育館など屋内で実施する必要がある場合は、

こまめな換気や、手洗い、消毒液の使用（消毒液の設置、生徒が手を触れる箇所の

消毒）を徹底する。また、長時間の利用を避け、十分な身体的距離を確保できる少

人数による利用とする。特に、屋内において多数の生徒が集まり呼気が激しくなる

ような運動や大声を出すような活動等は避ける。 

イ 部室等の利用に当たっては、必要最小限の短時間の利用を心がけ、一斉に利用し

ないなどに留意し、可能な限り用具等の不必要な使い回しをしない、共用物を避け

るなど指導する。また、室内は日頃の清掃により清潔な空間を保つようにする。 

ウ 熱中症の予防については、（公財）日本スポーツ協会が示す熱中症予防のための運

動指針に基づいて適切な対策を講じる。 

(５) 県外遠征等 

ア 県外遠征等の実施については、県からの通知を適宜確認すること。 

 

７ 新型コロナウイルス感染症に伴う差別やいじめ等への対応について 

(１) 適切な知識を基に、発達段階に応じた指導を行うなど、偏見や差別が生じないよ

う十分に配慮する。 

(２) 児童生徒等からの差別、いじめ等の相談等を、早期に把握するため、県立学校児

童生徒を対象とした「スクールサイン」の周知を引き続き徹底するとともに、既に各

学校で整備されている教育相談体制等を活用し、組織的に対応する。 

(３) 児童生徒や保護者等が新型コロナウイルス感染症を理由としたいじめや偏見等に

悩んだ場合の相談窓口として、「２４時間子供ＳＯＳダイヤル」等を適宜活用する。 

 

８ 児童生徒等の心のケアについて 

(１) 新型コロナウイルス感染症に係る臨時休業期間が約３か月に及ぶとともに、７月

末又は８月上旬からは夏季休業期間となり、このような長期の休業明けには、相当の

心理的負担が懸念されることから、これまで以上に保護者、地域住民、関係機関等と

の連携の上、心のケア等について特段の配慮をする。 

(２) 学級担任や養護教諭等を中心としたきめ細かな健康観察や授業担当者による観察
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など、継続して複数の教職員で児童生徒等の状況を丁寧かつ的確に把握する。その際、

児童生徒に実施した「心と体の振り返りシート」（令和２年５月２５日付け教安第１２

０号通知）の結果を活用するとともに、ストレス度合いが高く、心のケアが必要と判

断された児童生徒等については、引き続きスクールカウンセラー及びスクールソーシ

ャルワーカーとの面談につなげる。 

(３) 児童生徒等の心のケアについては、「新型コロナウイルス感染症に対する心のケア

に係る参考資料の送付について」（令和２年５月１２日付け教安第８４号通知）を参考

にスクールカウンセラ一等と連携した対応を行う。 

 

９ 出席停止等の扱いについて 

(１) 児童生徒等の出欠の取扱いについては、令和２年５月１日付け２文科初第２２２

号の２（７）及び今回改訂した別添１「出席停止及び臨時休業等基準」を参照する。

なお、感染の不安・心配を理由に登校できない児童生徒等については、保護者の同意

のもと、校長判断で出席停止として取り扱う。 

(２) 児童生徒等の感染が判明した場合及び濃厚接触者に特定された場合、ＰＣＲ検査

を受けることが決定した場合は、週休日や長期休暇期間を問わず、保護者が速やかに

学校へ報告する。 

 

10 学校給食に関すること（実施校のみ） 

学校給食の実施については、「学校給食衛生管理基準」に基づいた調理作業と配食等を

行うよう改めて徹底する。  

学校給食を停止する際は、関係事業者に速やかに連絡を行い、関係者の理解と協力を

得られるよう留意する。 

(１) 給食当番の児童生徒等 

ア 給食当番活動前に留意すること 

(ア) 下痢、発熱、腹痛、嘔吐等の症状の有無の確認（症状がある場合は、当番を交

代させる）。 

(イ) 清潔な給食衣とマスクの着用。 

(ウ) 石けんを使った手指の洗浄。 

(２) 児童生徒等及び教職員 

ア 食事前に留意すること 

(ア) 石けんを使った手指の洗浄の徹底。 

(イ) 準備が完了するまでマスクを着用。 

(ウ) 配膳時に食品の周りに密集しない工夫。 

イ 食事中に留意すること 

(ア) 飛沫感染防止の観点から、机を向かい合わせにしない。 

(イ) 会話を控える。 

(ウ) 食品のやり取りを児童生徒等同士が直接行わない。 

ウ 食事後に留意すること 

(ア) 食事で出たビニールごみ、ストロー等を教室に残さない。 
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(イ) 配膳台用ふきんなどの洗浄と清潔保持。 

(ウ) 食後はマスクを着用する。 

(３) 給食調理施設 

ア 「学校給食衛生管理基準」に基づいた調理作業等の実施と記録の保管。 

イ 調理従事者等の健康観察の実施と記録保管。また、県のリスクレベルがレベル４

の段階において同居の家族に風邪症状が見られる場合も学校に連絡し、出勤せずに

自宅で待機とする。 

ウ 給食用食品納入業者の健康管理依頼。 

エ 適切な栄養摂取と配膳時の密集を防止する観点から、実施献立を工夫する 

 

11 チェックリスト等の活用 

(１) 各学校は、別添を参考にして、チェックリストを作成する。 

(２) 担任、授業者等はチェックリストを用いて、感染症対策の徹底に努める。 

(３) 管理職はチェックリスト等をもとに状況を確認し、必要に応じて指導・改善する。 

(４) 特別支援学校においては、令和２年５月１５日付け通知「特別支援学校再開に係

る運営上の対応チェックリスト」も参考に、最大限の予防策に努める。 

 

【問い合わせ先】 

 ○感染症対策健康管理及び学校給食に関すること 

  県立学校教育局体育保健課 ０９６－３３３－２７１２ 

 

○心のケアに関すること 

  県立学校教育局学校安全・安心推進課 ０９６－３３３－２７２０ 

 

 ○差別やいじめ等への対応に関すること 

  市町村教育局人権同和教育課 ０９６－３３３―２７０２ 

  県立学校教育局学校安全・安心推進課 ０９６－３３３－２７２０ 

 

 ○学習指導及び学校行事の実施に関すること 

  県立学校教育局高校教育課 ０９６－３３３－２６８５ 

 

○部活動に関すること 

（文化部）教育総務局文化課 ０９６－３３３－２７０４ 

  （運動部）県立学校教育局体育保健課 ０９６－３３３－２７１１ 

 

 ○特別支援学校に関すること 

  県立学校教育局特別支援教育課 ０９６－３３３－２６８３ 
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新型コロナウイルス感染症に関する県立学校の出席停止及び臨時休業等の基準 

 

令和２年（２０２０年）８月１８日  

熊本県教育委員会 

１ 出席停止の基準・期間 

 基  準 期  間 

①  
幼児児童生徒（以下、「児童生徒等」という。）の感染

が判明した場合 
治癒するまで 

②  児童生徒等が感染者の濃厚接触者に特定された場合 
感染者と最後に濃厚接触をした 

日の翌日から起算して２週間 

③  
児童生徒等がＰＣＲ検査を受けることが決定した場

合（上記②の濃厚接触者に特定された者を除く） 
陰性と判明するまでの期間 

④  
児童生徒等に発熱等の風邪症状や息苦しさ、倦怠感、

味覚・嗅覚障がい等の症状がみられる場合 
症状がみられなくなるまで 

⑤  海外から帰国し、政府から自宅待機を要請された場合 政府から要請された期間 

⑥  その他、校長が出席停止を必要と認める場合 ※1 校長が必要と認める期間 

⑦  
熊本県リスクレベル※2のレベル４に該当する際、同

居の家族に発熱等の風邪症状がみられる場合 

同居の家族に症状がみられ

なくなるまで 

 

※1 「その他」とは、次の状況等のことをいう。 

   ・児童生徒等や保護者が、登校について不安 （感染する不安・同居する家族に感染の疑いがあり、他人

に感染させる恐れによる不安等 ）を持ち、保護者から休ませたいと相談があった場合。 

   ・医療的ケアを必要とする児童生徒等や基礎疾患等がある児童生徒等に感染の不安があり、主治医の見解

を基に、保護者から休ませたいと相談があった場合。 

 

※2 熊本県リスクレベル 

リスクレベル 県の判断基準 

レベル４ 特別警報 
県内で 

①新規感染者１５名以上  かつ ②リンク無し感染者８名以上 

レベル３ 警報 
県内で  

①新規感染者１０名以上 又は  ②リンク無し感染者５名以上 

レベル２ 警戒 
県内で 

①新規感染者が発生  かつ  ②レベル３に該当しない場合 

レベル１ 注意 ①国内で新規感染者が発生 かつ ②県内では新規感染者が未発生 

レベル０  平常 国内で新規感染者が確認されていない 

別添１ 



２ 臨時休業等の基準・措置・期間 

県教育委員会は、感染した児童生徒等や教職員の学校における活動の態様、接触者の多

寡、地域における感染拡大の状況、感染経路の明否等を確認し、以下の（１）から（４）ま

での適用について、健康福祉部局と協議のうえ、総合的に判断し決定する。 

（１） 学校内において、感染者が判明した場合 

基準 児童生徒等又は教職員の感染が１人以上判明した場合 

措置 当該校の全部又は一部の臨時休業を実施する ※3 

期間 
濃厚接触者が保健所により特定され、感染者の学校内での活動の状況や学校の感

染拡大の状況を踏まえ、学校での感染拡大の恐れがなくなるまでの間 

※3 感染経路が判明しており、学校外で感染したことが明らかで、学校内で他の児童生徒等に感染が広がっ

ている恐れが低い場合は、学年単位、学級単位等の臨時休業の措置範囲を縮小することがある。 

 

（２） 学校内に感染者はいないが、地域において感染者が発生した場合 

基準 

熊本県リスクレベルがレベル２警戒に該当し、保健所管内において感染経路が不

明な感染者や新規感染者が増加している場合やその保健所管内（隣接する県を含

む）から通学・通勤する児童生徒等及び教職員が多い場合 

措置 
当該保健所管内にある全部又は一部の県立学校の臨時休業若しくは分散登校等 

※4を検討し、適切な対応を行う 

期間 地域の状況に応じた感染拡大防止上必要な期間 

※4 分散登校、時差登校、時間短縮等のこと 

 

（３） 学校内に感染者はいないが、地域において感染が拡大している場合 

基準 
熊本県リスクレベルがレベル３警報、レベル４特別警報に該当する場合又は知事

から臨時休業の要請又は事実上の協力要請があった場合 

措置 
地域の感染状況に応じて、県内の全部又は一部の県立学校の臨時休業若しくは分

散登校等を検討し、適切な対応を行う 

期間 地域の状況に応じた感染拡大防止上必要な期間 

 

（４） 学校内に感染者はいないが、本県が緊急事態宣言の対象区域に属した場合 

基準 
新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、本県に緊急事態宣言が出された

場合 

措置 
地域の感染状況に応じて、県内の全部又は一部の県立学校について臨時休業若し

くは分散登校等を検討し、適切な対応を行う 

期間 地域の状況に応じた感染拡大防止上必要な期間 

 

３ その他 

（１） 学校は、児童生徒等が「１ 出席停止の基準・期間」の「基準」に該当した場合は、

保護者から学校に報告するよう通知する。 

（２） 出席停止及び臨時休業の基準・期間等については、今後の感染拡大の状況や国や県・

市の状況分析・提言等を踏まえ、変更する場合がある。 

 


















